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自治体が「オープンデータ」を推進する意義について 

～超「高齢化」・人口減少社会に臨む新たな都市政策を形成する観点から～ 

１ 市民に必要な地域情報を、ユキビタスに提供するための仕組みづくりの契機として 

２ 政策課題を市民と共有化し、客観的なデータに基づく対話によって、共創知を形成    
  することで、協働での解決に向けたアクションに結びつける契機として 

多様なメディアによる情報洪水の中で、行政情報に対する 
市民の認知度が相対的に低くなっている。 
 
「回覧板」や「広報紙（紙媒体）」による情報提供は既に限界。 
ICTを活用し「いつでも、どこでも、誰でも」行政情報にアクセス 
できるユキビタスな情報提供システムが必要。 
 

公的なサービスを、行政だけでなく、NPOや企業などの 
民間主体が担うようになっている。 

都市の課題を官・民が共有化し、協働で調査・研究を進め 
たり、対話（ワークショップやワールドカフェ）によって、事業 
を興し、政策を形成する仕組（フューチャーセンター）が必要 
 



自治体が「オープンデータ」を推進する意義について 
～超「高齢化」・人口減少社会に臨む新たな都市政策を形成する観点から～ 

３ 公的データを流通させることで、地域に新たな産業や雇用を創出し、地域 
  を総合的にプロモーションしていくための契機として 

急速な高齢化と人口減少が進む中で、中長期的に自治体の 
税収が減少し続けるにも関わらず、社会保障費など公的サー 
ビスに対する需要は、増え続ける。 
 

税金の代わりに情報を共有化し、流通させることによって、 
必要な公的サービスを生み出し、地域を総合的にプロモー 
ションするための新たな開発構想を考える！ 

「日本列島改造論」や「情報ハイウエイ構想」のようなイン 
フラ整備型から、コンテンツ流通型の開発構想へ 

・多様な「中間的就労」を可能にする「コミュニティ経済」の確立 

『ＫＥＹ ＷＯＲＤ』＝ ・内外の「交流人口」を喚起する新たな「観光マイス」の展開 
 
・空家、空店舗、耕作放棄農地など劣化資源の「イノベーション」 



オープンデータを進める上での自治体にとっての課題 

・ICTの活用に抵抗を示す職員の存在 

  「オープンデータ」が技術の問題ではなく、コミュ 
ニケーションの問題であることを説明する。 

・官僚組織における縦割りの壁 

政策部門がオープンデータによって実現され
るあるべき社会ビジョンを示し、その求心力
によって壁を乗り越える。 

 

・市民との対話に消極的な職員の存在 

職員が、市民や企業に対し、自らの主体性 

において、積極的に情報をオープンにする組
織風土を創る。 



オープンデータの推進を支える本市の体制について 

  政策局 政策課 政策支援センター 
・中長期的な政策形成に関する支援 
・政策課題の市民との共有と情報発信 

市民意識調査の実施、調査季報の発行 
横浜会議の運営 等 

市民局 広報課 

政策局 統計情報課  

総務局IT推進課 

関係各局 

政策局 共創推進室 

政策の創造と協働のための「横浜会議」 

・大学研究機関、NPO、企業等と連携した共同での調査・研究活動 
・関係各局と民間団体との連携による政策形成 

 共創フロント 

・多様な民間主体との対話による 
 新たな価値の創出  
  
共創フォーラム、ＰＦＩ，指定管理者制度、 
公有資産の有効活用、ネーミングライツ 

公民連携による様々な事業の 
相談・提案の窓口 

大学・研究機関 
 
 

横浜国大地域実践教育センター 
             等 

市民団体・NPOのネットワーク 
 
 

横浜市の総合的な政策形成能力の向上を「市民との協働」 
によって実現するための会議体 

運 営 

・企業からの提案を、各局区との調整 
 によって事業化 

協働研究・調査 
政策提案 

連携 

政策提案 

連携 

福祉・環境、まちづくり、雇用・就労支援 
情報デザイン系の中間支援組織 

協働研究・調査 
政策提案 事業提案 

自治体との協働に意欲のある 
企業群・社会起業家 

協働研究・調査 事業提案 

運 営 


